




































































Smith, A Constitutional and Legal History of England 209 (1955).
  コモン・ローとエクイティの管轄権争いは16世紀前半に激しくなったが，その後，
大法官側の自制により沈静化した。しかし，17世紀初頭に問題は再燃し，コモン・




間に発展したものであるといわれている。Willam F. Walsh, A Treatise on Equity, 
Chapter II § 4 (Growth of Equity in the Fifteenth Century (g), at 27 (1930).
()677  植民地時代から19世紀にわたり，アメリカではエクイティに対する強い反感が
あった。主たる理由は，エクイティとピューリタンの思想対立によるものであるが
（Pound, The Spirit of the Common Law, 53‒54.），エクイティに対する反感を打破し，
エクイティをアメリカに継受させることを可能にしたのは，1836年に刊行された，






  Story による説明は次のとおりである。差止命令（injunction）の前身はローマ法
の差止命令（interdict）であり，それは３つの異なる形態をとって法務官（praetor）
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観しておこう。
　憲法第３章第２節（第１項）（Article III, Section 2 of the Constitution）は，
連邦裁判所の権限について，「この憲法，連邦法，及び（中略）条約の
下で生じた，コモン・ロー及びエクイティ上の，すべての事件」に及ぶ
（The judicial power shall extend to all cases, in Law and Equity, arising under 
this Constitution, the Laws of the United States and Treaties）と規定してい
る。裁判権（judicial power）をコモン・ローとエクイティの両方に及ぼす
との提案は，1787年の合衆国憲法制定会議においてなされ，賛成多数に








提出を命じた「提出的（exhibitory）」命令である。Joseph Story, 2 Commentaries 
on Equity Jurisprudence, as Administered in England and America § 866, at 187‒88 
(1836).
()678  かかる提案について，一件の反対があったものの，議論の余地なく通過したよ
うである。The Philadelphia Convention of 1787の議論状況については，Gary L. 
McDowell; with a foreword by Henry J, Equity and the Constitution: the Supreme 
Court, equitable relief, and public policy (Two The Constitution and the American 
Idea of Equity III) 36 (1982).
()679  1789年裁判法は，訴訟物（matter in dispute）の価格又は価値が費用を除いて500
ドルを超え，当該訴訟が提訴州の市民その他の州の市民との間に提起された場合に，
コモン・ローとエクイティ上のすべての民事訴訟について連邦裁判所の裁判権を認め
た。Judiciary Act of 1789, ch, 20, § 11, 1 Stat. 73, 78.


















()680  Graner, Black’s Law Dictionary (11 th ed) at 771. 田中和夫「アメリカにおける單
一訴訟方式」早法30巻（1954年）51頁，桜田勝義「アメリカ民事訴訟法典の成立と
発展」民商52巻４号（1965年）３頁以下。
()681  John Norton Pomeroy, Code Remedies: Remedies and remedial Rights by the 
Civil Action. §§ 5‒17（5th ed. 1929) ジェフリー・ハザード=ミケーレ・タルッフォ
著・谷口安平監訳・田邊誠訳・アメリカ民事訴訟法入門（信山社，1997年）30頁，
浅香吉幹・アメリカ民事手続法［第３版］（弘文堂，2016年）14頁。
()682  Leubsdorf, supra note 486, at 537.
()683  Id, at 532.
()684  Id, at 534.
()685  28 U.S.C. § 2072.
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コモン・ローとエクイティの統合と理解されている（686）。
　連邦最高裁判所は，連邦裁判所のエクイティ管轄権について，「憲法が
制定され1789年の旧裁判所法（Judiciary Act, 1789（1 Stat. 73））が制定さ













()686  Judicial Code and Judiciary Act, 28 U.S.C. § 1332 (2000) (historical ＆ statutory 
notes).
()687  Grupo Mexicano de Desarrollo v. Alliance Bond Fund, 527 U.S. 308, 318 (1999).





Heeling ＆ Belmont Bridge Co., 59 U.S. 460, 462 (1855).
()688  Grupo Mexicano de Desarrollo v. Alliance Bond Fund, 527 U.S. 308, 319 (1999); 
Federal Practice and Procedure § 2491, at 31.
()689  Vaughn, supra note 533, at 845 n. 18.
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アメリカ連邦裁判所における予備的差止命令と仮制止命令の発令手続 ⑼
⑵　連邦最高裁判所における予備的差止命令の判断
①University of Texas v. Camenisch 事件（690）


















②Weinberger v. Romero-Barcelo 事件（692）
　Weinberger v. Romero-Barcelo 事件において，第１巡回区連邦控訴裁
()690  University of Texas v. Camenisch, 451 U.S. 390 (1981).
()691  Id, at 394‒95.
()692  Weinberger v. Romero-Barcelo, 456 U.S. 305 (1982).
―  171  ―
判所は，エクイティ上の救済を認める従来の基準に従わず，連邦水質汚染











するためではなく防止するために設計されていたという，Hecht Co. v. 
Bowles, 321 U.S. 321, 329‒330 (1944). を引用した。
　控訴裁判所は，絶滅危惧種保護法（Endangered Species Act）における
違反行為が差し迫っている場合には差止命令の救済が必要である旨判断し






































()693  456 U.S. 305, 311‒12.











③ Amoco Production Co. v. Gambell 事件（696）
　Amoco Production Co. v. Gambell 事件において，第９巡回区連邦控訴
裁判所は，回復不能の被害の立証を要求せずに予備的差止命令を認めた
が，連邦最高裁判所は，Weinberger v. Romero-Barcelo 決定を引用して
控訴審決定を破棄した。






()694  Id, at 312‒13.
()695  Id, at 322‒23.
()696  Amoco Production Co. v. Gambell, 480 U.S. 531 (1987).
()697  774 F.2d, at 1423.



















④ Grupo Mexicano de Desarrollo v. Alliance Bond Fund 事件（699）





()698  480 U.S. 531, 544‒45.
()699  Grupo Mexicano de Desarrollo v. Alliance Bond Fund, 527 U.S. 308 (1999).
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権限を厳しく制限した。
　メキシコの株保有会社であるGrupo Mexicano de Desarrollo, S. A.（上
訴人：以下，「GMD」という）が発行した無担保・保証付社債（unsecured 


















　「1789年裁判所法（The Judiciary Act of 1789）は，連邦裁判所に『エク
イティ上の……すべての訴訟』について管轄権（jurisdiction）を与えた
（§ 11, 1 Stat. 78.）。……『付与された管轄権（jurisdiction）とは，……分離
独立時にイギリスのエクイティ裁判所で定立・行使された司法救済制度
上の原理（the principles of the system of judicial remedies）をエクイティ訴
訟において行使する権限である』と考えられてきた。『つまり，実質的に


























()700  Id, at 318‒19.
()701  Id, at 319‒20.
























()702  Id, at 322.
()703  Id.
()704  Id, at 336.














()705  Id, at 337.
()706  Id, at 338‒39.
()707  最高裁は次のような引用をしている。「Joseph Story の有名な論文に，我々の『人
の支配ではなく，法の支配（government of laws, not of men）』におけるエクイティ
の一般的役割と，そのルールの我々の面前にあるこの事件への適用に関して，我々が
適切なルールと考えるところが示唆されている。」Id, at 321.








も優遇してよいのである。1 Commentaries on Equity Jurisprudence § 12, pp. 14‒15 
(1836).」Id, at 321‒22.
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⑤EBay Inc. v MercExchange, L.L.C 事件（708）
　永久的差止命令（本案的差止命令）の事案であるが，連邦最高裁判所は，



















化できるとする（401 F.3d, at 1338.）。しかし，ある権利を創設することと，
()708  EBay Inc. v. MercExchange, L.L.C., 547 U.S. 388 (2006).
()709  401 F.3d, at 1323, 1338‒39 (2005).
()710  547 U.S. 391. Weinberger v. Romero-Barcelo, 456 U.S. 305, 311‒313 (1982); Amoco 
Production Co. v. Gambell, 480 U.S. 531, 542 (1987). を引用する。




規定するのであって（35 U.S.C. § 261），その本章の規定にはおそらく『エ




















()711  Id, at 392.
()712  Id, at 393‒94.
()713  Id, at 394.




⑥Winter v. Natural Resources Defense Council, Inc. 事件（715）




　天然資源保護協議会（Natural Resources Defense Council）（以下，
「NRDC」という）他いくつかの団体が，国家環境政策法（The National 











()714  Id, at 394‒95.
()715  Winter v. Natural Resources Defense Council, Inc., 555 U.S. 7, 20 (2008). 同ケース
については，前掲注()662 212頁以下において触れた。
()716  Id, at 20.























()717  Id, at 24.
()718  Id, at 43.
()719  Id, at 52.
()720  Id, at 53‒54.
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⑶　連邦裁判所のエクイティ管轄権と予備的差止命令の関係
　連邦最高裁判所は，University of Texas v. Camenisch 事件において，



















()721  Winter v. Natural Resources Defense Council, Inc.事件において，最高裁は予備的差
止命令の４要件を示したが，そこに現状維持という用語および表現は用いられていない。
()722  Meghring v. KFC Western, Inc., 516 U.S. 479, 484 (1996).
()723  Leubsdorf, supra note 486, at 534.
()724  451 U.S. 390, 394‒95.
()725  Id, at 395.






　Amoco Production Co. v. Gambell 事件において，最高裁判所は，回復
不能の被害の推定は伝統的なエクイティ上の原理に反するとした。そし
て，Weinberger v. Romero-Barcelo 事件を引用し，エクイティ上の裁量
権の行使に際して，公益の考慮が重要であるとしている。

















()726  456 U.S. 305, 320.














()727  527 U.S. 308, 341.







  「イングランドの裁判所においては，Mareva Compania Naviera S. A. v. International 






―  186  ―
アメリカ連邦裁判所における予備的差止命令と仮制止命令の発令手続 ⑼

























()731  555 U.S. 7, 26.
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()732  Laycock, supra note, 470 at 111‒13.






















()733  Grupo Mexicano de Desarrollo v. Alliance Bond Fund 事件およびWinter v. 
Natural Resources Defense Council, Inc. 事件におけるGinsburg 裁判官の反対意見。
Laycock 氏は，1991年の著作において，エクイティ上の救済の制限を加えることに
批判をしている。合衆国のエクイティの歴史についての記述として，Laycock, supra 
note, 470 at 19‒22, 34.
()734  Winter v. Natural Resources Defense Council, Inc. 事件以降も，比較衡量テスト・
スライド基準を採用する連邦控訴裁判所の判断が一部みられる。前掲注()664 218頁以下。










()735  原則は書面主義であるが，このような場合，証人尋問が必要となる。Sims v. Greene, 
161 F 2d 87, 888 (3d Cir. 1947).
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